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[bookmark: _Toc241657932]１．申請フローチャート
交付対象になりません。
個人農業者ですか？
（法人・集落営農を除く）

いいえ





令和８年４月１日時点で、本市の認定農業者または認定新規就農者ですか？

令和８年４月１日時点で、本市の認定農業者または認定新規就農者ですか？
令和7年確定申告の
農業収入が50万円以上ですか？
令和８年４月１日時点で、認定地域に本市を含む国または県の認定農業者または認定新規就農者ですか？
いいえ
交付対象になりません。
認定給付
５万円
交付対象になりません。
認定給付
５万円
いいえ
はい
農業者給付
＋認定給付
１０万円
農業者給付
５万円
いいえ
はい
いいえ
はい
いいえ
はい
いいえ
はい
市税滞納および暴力団関係は
ありませんか？
市内在住ですか？
はい
はい
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【提出先】
多賀城市都市産業部産業振興課農政係（北庁舎4階）
〒985-8531 多賀城市中央二丁目１-１


交付決定後、指定口座へ振込

④給付金の交付
【市⇒農業者】

交付申請書（様式第１号）および関係書類の提出
（郵送または窓口）
②交付申請
(期限：令和8年12月28日)
【農業者⇒市】



内容を審査の上、交付の可否を決定
・交付決定通知書（様式第２号）
・不交付決定通知書（様式第３号）
により通知
③交付決定
（申請受理後1か月程度）
【市⇒農業者】
対象と見込まれる農業者の皆さまに申請書を郵送
※申請書類が届いていない場合でも、交付要件に該当する方は窓口または市HPで申請書類を取得し、申請することができます。
①申請書の郵送
（10月初旬発送予定）
【市⇒農業者】

[bookmark: _Toc241657934]３．農業者物価高騰支援給付金Ｑ＆Ａ
[bookmark: _Toc241657935]制度全般について
[bookmark: _Toc241657936]Q1 　本給付金はどのような制度ですか？
A1　物価高騰対策の一環として、営農に不可欠な農業生産資材の価格高騰により、経営負担が増大している農業者に対して、給付金を交付することで、生産コスト増加による負担軽減を図り、持続可能な農業生産を支援する制度です。
[bookmark: _Toc241657937]対象者について
[bookmark: _Toc241657938]Q2 　対象となる農業者はどのような農業者ですか？
A2　申請日時点で市内に住所を有し、市税の滞納がなく、生業として農業を営んでいる個人農業者のうち、次のいずれかに該当する方を対象としています。なお、法人および集落営農組織は対象外です。
①令和７年の農業収入が５０万円以上である者（農業者給付）
　　　②本市の認定農業者または認定新規就農者である者（認定給付）
　　また、上記のほか、②認定給付に準ずる者として市長が認める場合は、認定給付の対象となることがあります（Ｑ５参照）。
[bookmark: _Toc241657939]Q3　「生業として営農」とはどういう意味ですか？
A3　本給付金における「生業として営農」とは、趣味や家庭菜園ではなく、営利を目的として継続的に農業を営んでいることをいいます。なお、農業者給付については農業収入５０万円以上の要件がありますが、認定給付は収入要件はありません。
[bookmark: _Toc241657940]Q4　農業収入とはどのような収入ですか？
A4　令和７年分の所得税確定申告において申告した収入のうち、農業による収入をいいます。農業所得として申告した収入のほか、事業所得として申告した収入であっても、農業生産に関する事業による収入で、本給付金の趣旨に合致するものは対象となります。
[bookmark: _Toc241657941]Q5　「認定給付に準ずる者」とは、どのような場合を指しますか？
A5　市外に住所を有している場合でも、令和８年４月１日時点で、本市を含む地域を認定地域とする国または県の認定農業者または認定新規就農者であるときは、「認定給付に準ずる者」として対象となる場合があります。
　　ただし、市外在住者は認定給付のみ対象となり、農業者給付の対象にはなりません。
[bookmark: _Toc241657942]Q6　市内在住とはいつ時点で判断するのですか？
A6　原則として、申請日時点で多賀城市内に住所を有している者を対象とします。
[bookmark: _Toc241657943]Q7　市外に在住している場合は対象となりますか？
A7　原則として、申請日時点で多賀城市内に住所を有している個人農業者を対象としています。
ただし、Ｑ５に該当する場合は、市外に在住している場合であっても認定給付の対象となる場合があります。
なお、市外在住者は農業者給付の対象となりません。
[bookmark: _Toc241657944]Q8　多賀城市に住んでいますが、市外の農地のみを耕作しています。対象になりますか？
A8　農地の所在地は要件ではないため、市外の農地のみを耕作している場合であっても対象となります。
[bookmark: _Toc241657945]Q9　なぜ５０万円を基準にしたのですか？
A9　本給付金は、家庭菜園や自家消費を主な目的とした小規模な営農ではなく、継続的に農業経営に取り組む農業者を支援対象とするため、農業収入50万円以上を要件としました。なお、農林水産省においても、経営耕地面積30a未満かつ農産物販売金額50万円未満の農家を「自給的農家」（自分や家族が消費することを目的とした農家）としており、本給付金においてもその考え方を参考に基準として、50万円以上を設定しています。
[bookmark: _Toc241657946]Q10　申請日時点で営農していない場合は対象になりますか？
A10　本給付金は、令和７年の農業収入を基準として交付対象を判断する制度であり、申請日時点での営農継続は交付要件としていません。そのため、その後に離農している場合であっても、その他の交付要件を満たしている場合は対象となります。
[bookmark: _Toc241657947]Q11　認定農業者ですが農業収入が５０万円未満です。申請できますか？
A11　申請できます。農業者給付の対象にはなりませんが、認定給付5万円の対象となります。
[bookmark: _Toc241657948]Q12　認定農業者または認定新規就農者の認定期間が終了している場合は対象となりますか？
A12　令和８年４月１日時点で有効な認定を受けている方を対象としています。
[bookmark: _Toc241657949]Q13　本市以外で認定を受けている認定農業者または認定新規就農者は対象になりますか？
A13　本市の認定農業者または認定新規就農者のほか、本市を含む地域を認定地域とする国または県の認定農業者または認定新規就農者も対象となります。
[bookmark: _Toc241657950]Q14　法人や集落営農組織は対象ですか？
A14　本給付金は、物価高騰の影響を受けている個人農業者の経営負担軽減を目的としているため、法人および集落営農組織は対象外です。個人農業者は、法人や集落営農組織と比べて一般的に経営規模が小さく、農業生産資材などの価格高騰による影響を受けやすい状況にあることから、支援の必要性が高いと考えています。
[bookmark: _Toc241657951]Q15　法人・集落営農の構成員は対象ですか？
A15　構成員が個人として本給付金の交付要件を満たす場合は、組織ではなく個人農業者として給付対象となります。
[bookmark: _Toc241657952]Q16　対象者が死亡した場合はどうなりますか？
A16　対象者が死亡した場合は対象となりません。また、申請後に死亡した場合であっても対象となりません。
[bookmark: _Toc241657953]Q17　過去に市税の滞納がありましたが、現在は完納しています。対象になりますか？
A17　申請日時点で市税を完納していれば対象となります。
[bookmark: _Toc241657954]Q18　農業者給付は個人、認定給付は経営体と給付対象が異なるのはなぜですか？
A18　農業者給付と認定給付では目的が異なります。
農業者給付は、物価高騰の影響を受けている農業者を支援するため、申告上の農業収入を基準として個人ごとに交付するものです。
一方、認定給付は、地域農業の担い手である認定農業経営体を支援するため、経営体ごとに交付するものです。
[bookmark: _Toc241657955]家族経営・専従者について
[bookmark: _Toc241657956]Q19　同一世帯の夫婦(親子)がともに収入５０万円以上の場合、農業者給付は両者対象となりますか？
A19　同一世帯であっても、夫婦や親子それぞれが確定申告を行い、それぞれの農業収入が５０万円以上で、その他の要件を満たしている場合は、それぞれが給付対象となります。
[bookmark: _Toc241657957]Q20　家族経営協定による共同認定（※１）の場合、認定給付はどうなりますか？
A20　認定給付は、個人ではなく、農業経営体ごとを対象としているため、共同認定であっても、１経営体につき１回の交付とします。
なお、認定給付は当該経営体が指定する代表者に交付します。（※２）
（※１）家族経営協定を締結した農業者同士は、１経営体として共同で認定農業者の認定を受けています。
（※２）例えば、農業者給付の要件（農業収入50万円以上）をそれぞれ満たす家族２名が家族経営協定を締結し、共同認定を受けている場合は、農業者給付５万円×２人＋認定給付５万円×１経営体で、合計１５万円を交付します。
[bookmark: _Hlk235613253][bookmark: _Toc241657958]Q21　専従者は給付対象となりますか？
A21　本給付金は、確定申告において本人名義の農業収入が５０万円以上ある方を対象としています。そのため、青色事業専従者または白色申告の事業専従者であっても、本人名義の農業収入が５０万円未満の場合は対象となりません。
＜参考＞専従者とは
 　　家族が経営する農業に従事している配偶者や親族をいいます。青色申告の場合は「青色事業専従者」として給与の支払いを受け、白色申告の場合は「事業専従者」として専従者控除の対象となる。
[bookmark: _Hlk235617914][bookmark: _Toc241657959]申請手続きについて
[bookmark: _Toc241657960]Q22　対象者の抽出はどのように行っていますか？
A22　水田台帳などの各種データを活用して対象と見込まれる農業者を抽出し、申請書を送付しています。
[bookmark: _Toc241657961]Q23　申請書が届かなかったが対象と思われる場合はどうすれば良いですか？
A23　交付要件に該当する場合は、窓口で申請書を受け取るほか、市ホームページ「多賀城市農業者物価高騰給付金」のページに掲載している申請様式をダウンロードして申請することができます。
[bookmark: _Toc241657962]Q24　申請期限はいつですか？
A24　令和８年１２月２８日（月）までです。
　　　郵送・窓口いずれの場合も、申請期限必着です。
[bookmark: _Toc241657963]Q25　申請書類はどこで入手できますか？
A25　対象と見込まれる農業者には申請書類を郵送しています。
申請書類が届いていない場合でも、交付要件に該当する場合は、窓口（多賀城市都市産業部産業振興課農政係）または市ホームページ「多賀城市農業者物価高騰給付金」ページからダウンロードして入手できます。
なお、申請書類が届いた場合であっても、審査の結果、交付対象とならないことがあります。
[bookmark: _Toc241657964]Q26　申請方法はどのようにすればよいですか？
A26　申請期限（令和８年１２月２８日（月）必着）までに、郵送または窓口への持参により申請してください。
なお、持参の場合は、平日９：００～１６：３０（土日祝除く）に、市役所北庁舎4階産業振興課に提出してください。
[bookmark: _Toc241657965]Q27　必要書類は何ですか？
A27　主な提出書類は次のとおりです。
ただし、②および③については、申請書の同意欄に同意した場合は提出を省略することができます。なお、③について、本市に納税義務がない方は、課税の有無を確認する必要があるため、必ず同意してください。
　　①交付申請書（様式第１号）
　　②令和７年分の確定申告書の写しおよび青色申告決算書または収支内訳書の写し（農業者給付を申請する場合のみ）
　　③市税の完納証明書（発行後３０日以内）
　　④振込先口座が確認できる通帳の写し（表紙および見開きページ）
※このほか、市外在住で認定給付を申請する方は、認定農業者または認定新規就農者であることを確認できる認定証の写しが必要です。
[bookmark: _Toc241657966]Q28　税務情報で農業収入を確認できない場合、代替書類で申請できますか？
A28　農業収入等を客観的に確認し、対象者の選定に当たり、公平性および事務的な明確性を確保するため、税務情報による農業収入を採用しています。
　　　出荷票などの書類の場合、当該出荷に係る収入が税務情報上誰に計上されているか確認できないことから、代替書類の提出は認めていません。
ただし、所得税の確定申告をしていない場合は、Q29をご確認ください。
[bookmark: _Toc241657967]Q29　所得税の確定申告を行っていない場合の提出書類はどうしたら良いですか？
A29　所得税の確定申告を行っていない場合で、令和８年度市民税・県民税申告を行っているときは、その申告書の写しを提出してください。なお、農業収入が確認できない場合は対象とならないことがあります。
[bookmark: _Toc241657968]Q30　完納証明書とは何ですか？
A30　市税に未納がないことを証明する書類です。
納税証明書とは異なり、市役所税務課で取得できます。
なお、本市に納税義務がない方は提出不要ですが、課税の有無を確認するため、申請書の同意欄に必ず同意してください。
[bookmark: _Toc241657969]Q31　代理人が提出できますか？
A31　申請者は本人に限りますが、申請書の提出は代理人でも可能です。ただし、必要に応じて追加資料の提出をお願いする場合があります。
[bookmark: _Toc241657970]Q32　申請内容に不備、添付書類に不足があった場合、申請は受理されませんか？
A32　書類に不備や不足があった場合、市から申請者に連絡し、必要に応じて追加資料の提出をお願いすることがあります。
　　※申請書の提出により、給付金の交付が決定するものではありません。
　　※内容に不備がある場合は、修正や追加書類の提出を求めることがあります。不備が解消されるまで審査を進めることができないため、十分確認の上、ご提出ください。
[bookmark: _Toc241657971]Q33　振込先に指定はありますか？
A33　振込先は、申請者本人名義の口座に限ります。JA以外の金融機関も利用できます。なお、配偶者や親族名義の口座は指定できません。
[bookmark: _Hlk235618076][bookmark: _Toc241657972]Q34　申請書への押印は必要ですか？
A34　押印は不要です。
[bookmark: _Toc241657973]Q35　申請書類・添付書類の印刷サイズに指定はありますか？
A35　申請書類・添付書類は、Ａ４サイズで提出してください。
[bookmark: _Toc241657974]Q36　申請後、交付決定・不交付決定の通知はありますか？
A36　交付決定または不交付決定の通知は郵送します。
交付決定までは、申請書受理後、１か月程度かかります。
[bookmark: _Toc241657975]給付金について
[bookmark: _Toc241657976]Q37　給付額はいくらですか？
A37　農業収入５０万円以上の個人農業者に５万円、認定農業者または認定新規就農者に５万円給付します。両方に該当する場合は、合計１０万円を給付します。 
[bookmark: _Toc241657977]Q38　給付対象となる場合の給付額の例を教えてください。
A38　給付額の例は次のとおりです。なお、給付の可否は各種要件を確認した上で決定します。
①農業収入が５０万円以上あり、本市の認定農業者または認定新規就農者である場合
→農業者給付５万円＋認定給付５万円
②農業収入が５０万円以上あるが、本市の認定農業者または認定新規就農者でない場合
→農業者給付５万円
③本市の認定農業者または認定新規就農者であるが、農業収入が５０万円未満の場合
→認定給付５万円
④家族経営協定を締結し、共同認定を受けている認定農業者または認定新規就農者で、いずれも農業収入が５０万円以上ある場合
→経営体の代表者：農業者給付５万円＋認定給付５万円
→経営体の構成員：農業者給付５万円
⑤市外在住で、本市を含む地域を認定地域とする国または県の認定農業者または認定新規就農者である場合
→認定給付５万円
※市外在住者は認定給付のみ対象であり、農業者給付の対象とはなりません。
⑥農業収入５０万円以上あるが、認定農業者または認定新規就農者ではなく、市外在住の場合
→対象外（農業者給付は市内在住者が対象であり、認定給付の要件にも該当しないため）
[bookmark: _Toc241657978]Q39　給付金はいつ振り込まれますか？
A39　申請内容を審査し、交付決定後に順次振り込みます。申請件数等により一定の期間を要する場合があります。
[bookmark: _Toc241657979]Q40　給付金の返還は必要ですか？
A40　適正な申請に基づき交付決定を受けた給付金については返還の必要はありません。ただし、虚偽申請等が判明した場合は返還を求めることがあります。
[bookmark: _Toc241657980]Q41　給付金は課税対象ですか？
A41　非課税の対象となります。


